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(57)【要約】
【課題】非使用時には容易に持ち運びできかつ使用時に
は相当の重量を付与でき、施錠及び解錠の操作が容易で
鍵を紛失するおそれが無く、強制的な持ち去り行為に対
する対抗手段を備えたセーフティボックスを提供する。
【解決手段】収納部12と重錘部11とをもつ本体筐体10と
、収納部12は、本体筐体10の一部を形成する収納部筐体
12aと、対象物品を収納する収納部空間12bと、開閉可能
な収納部蓋12cと、収納部蓋12cを閉状態に保持するため
の電気錠14と、所定の情報を入力されることにより電気
錠14の施錠及び解錠を制御する制御装置17と、を備え、
重錘部11は、本体筐体10の一部を形成する重錘部筐体11
aと、重錘物を収納する重錘部空間11bと、重錘部空間11
b内に重錘物を充填又は排出するための開口11c,11dと、
を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重錘部（11）と収納部（12）とを設けられた本体筐体（10）を有し、
　前記重錘部（11）は、前記本体筐体(10)の一部を形成する重錘部筐体(11a)と、前記重
錘部筐体（11a）で囲まれ重錘物を収納するための重錘部空間（11b）と、前記重錘部空間
（11b）内に重錘物を充填又は排出するための開口（11c,11d）と、を備え、
　前記収納部（12）は、前記本体筐体（10）の一部を形成する収納部筐体(12a)と、前記
収納部筐体（12a）で囲まれ対象物品を収納するための収納部空間（12b）と、前記収納部
空間（12b）を閉鎖するための開閉可能な収納部蓋（12c）と、前記収納部蓋（12c）を閉
状態に保持するための電気錠（14）と、所定の情報を入力されることにより前記電気錠（
14）の施錠及び解錠を制御する制御装置（17）と、を備えたことを特徴とするセーフティ
ボックス。
【請求項２】
　前記本体筐体（10）が動かされたことを検知するセンサ（15b,15c）と、前記センサが
検知することに応じて作動する音響的又は視覚的な警報装置（16a,16b）と、を前記本体
筐体（10）に設けたことを特徴とする請求項１に記載のセーフティボックス。
【請求項３】
　前記本体筐体（10）から所定の距離内に接近した人間を検知する人感センサ（15a）と
、前記人感センサ（15a）が検知することに応じて作動する音響的又は視覚的な警報装置
（16a,16b）と、を前記本体筐体（10）に設けたことを特徴とする請求項１又は２に記載
のセーフティボックス。
【請求項４】
　前記制御装置（17）は、前記本体筐体（10）から離隔した遠隔装置（21,22）と無線通
信可能であり、前記警報装置（16a,16b）が作動したことに応じて前記遠隔装置（21,22）
に対してその作動を通知する信号を送信することを特徴とする請求項２又は３に記載のセ
ーフティボックス。
【請求項５】
　前記制御装置（17）は、前記遠隔装置（21,22）から所定の信号を受信したことに応じ
て前記電気錠（14）の施錠又は解錠を制御可能であることを特徴とする請求項４に記載の
セーフティボックス。
【請求項６】
　前記警報装置（16a,16b）が作動したことに応じて発信を開始する発信器を、前記本体
筐体（10）に設けたことを特徴とする請求項２又は３に記載のセーフティボックス。
【請求項７】
　前記収納部筐体（12a）と前記重錘部筐体（11a）とは分離不能であり一体的に前記本体
筐体（10）を形成していることを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載のセーフティ
ボックス。
【請求項８】
　前記収納部筐体（12a）と前記重錘部筐体（11a）とは互いに連結分離可能であり、前記
収納部蓋（12c）は、前記収納部筐体（12a）と前記重錘部筐体（11a）の連結状態におけ
る前記収納部筐体（12a）の連結面（12e）上に設けられ、前記電気錠（14）は、前記収納
部筐体（12a）と前記重錘部筐体（11a）とを連結状態に保持すると同時に前記収納部蓋（
12c）を閉状態に保持することを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載のセーフティ
ボックス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、海や山のアウトドアでのレジャー等の際に貴重品を収納するために用いるセ
ーフティボックスに関し、特に、非使用時には容易に持ち運び可能なセーフティボックス
に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　従来、アウトドアでのレジャーの際に、財布、携帯電話、免許証等の貴重品の保管に困
ることがよくある。例えば、海水浴や登山等では、貴重品を身につけることが困難な場合
、拠点となる場所に貴重品を置いたまま、泳いだり登攀したりすることがある。このよう
なときに参加者が交替で貴重品を見張らなければならないと、全員で楽しむことができな
くなる。特許文献１では、防水の貴重品携帯用ポーチを提示しているが、どのようにコン
パクトなものであっても身につけるものである以上、動きの妨げとなる等の支障は避けら
れない。
【０００３】
　そこで、特許文献２では、蓋付きの開口部を有し貴重品と重量物とを収納する携帯用収
納体を提示している。使用時には海水、砂、石等を重量物として収納し、収納体を持ち運
び難くすることにより盗難防止を図るものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平８－１００２２号公報
【特許文献２】特開２００４－１２９７０６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献２の携帯用収納体は、蓋と収納体を一般的な手動式の錠で連結
しロックするものであるので、少なくとも鍵は身につけておく必要がある。また、鍵を紛
失すると解錠できなくなるという問題がある。また、収納体の重量にも拘わらずこれを持
ち去ろうとする行為に対する対抗策は考慮されていない。
【０００６】
　本発明は、上記の従来技術の問題点に鑑み、非使用時には容易に持ち運びでき、使用時
には相当の重量を付与できるセーフティボックスであって、施錠及び解錠の操作が容易で
あり、鍵を紛失するおそれが無く、強制的な持ち去り行為に対する対抗手段を備えたもの
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の目的を達成するべく、本発明は以下の構成を提供する。括弧内の数字は、後述す
る図面中の符号であり、参考のために付する。
　本発明によるセーフティボックスは、錘部（11）と収納部（12）とを設けられた本体筐
体（10）を有し、前記重錘部（11）は、前記本体筐体(10)の一部を形成する重錘部筐体(1
1a)と、前記重錘部筐体（11a）で囲まれ重錘物を収納するための重錘部空間（11b）と、
前記重錘部空間（11b）内に重錘物を充填又は排出するための開口（11c,11d）と、を備え
、前記収納部（12）は、前記本体筐体（10）の一部を形成する収納部筐体(12a)と、前記
収納部筐体（12a）で囲まれ対象物品を収納するための収納部空間（12b）と、前記収納部
空間（12b）を閉鎖するための開閉可能な収納部蓋（12c）と、前記収納部蓋（12c）を閉
状態に保持するための電気錠（14）と、所定の情報を入力されることにより前記電気錠（
14）の施錠及び解錠を制御する制御装置（17）と、を備えたことを特徴とする。
【０００８】
　上記のセーフティボックスにおいて、前記本体筐体（10）が動かされたことを検知する
センサ（15b,15c）と、前記センサが検知することに応じて作動する音響的又は視覚的な
警報装置（16a,16b）と、を前記本体筐体（10）に設けたことが、好適である。
【０００９】
　上記のセーフティボックスにおいて、前記本体筐体（10）から所定の距離内に接近した
人間を検知する人感センサ（15a）と、前記人感センサ（15a）が検知することに応じて作
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動する音響的又は視覚的な警報装置（16a,16b）と、を前記本体筐体（10）に設けたこと
が、好適である。
【００１０】
　上記のセーフティボックスにおいて、前記制御装置（17）は、前記本体筐体（10）から
離隔した遠隔装置（21,22）と無線通信可能であり、前記警報装置（16a,16b）が作動した
ことに応じて前記遠隔装置（21,22）に対してその作動を通知する信号を送信することが
、好適である。
【００１１】
　上記のセーフティボックスにおいて、前記制御装置（17）は、前記遠隔装置（21,22）
から所定の信号を受信したことに応じて前記電気錠（14）の施錠又は解錠を制御可能であ
ることが、好適である。
【００１２】
　上記のセーフティボックスにおいて、前記警報装置（16a,16b）が作動したことに応じ
て発信を開始する発信器を、前記本体筐体（10）に設けたことが、好適である。
【００１３】
　上記のセーフティボックスにおいて、前記収納部筐体（12a）と前記重錘部筐体（11a）
とは分離不能であり一体的に前記本体筐体（10）を形成していることが、好適である。
【００１４】
　上記のセーフティボックスにおいて、前記収納部筐体（12a）と前記重錘部筐体（11a）
とは互いに連結分離可能であり、前記収納部蓋（12c）は、前記収納部筐体（12a）と前記
重錘部筐体（11a）の連結状態における前記収納部筐体（12a）の連結面（12e）上に設け
られ、前記電気錠（14）は、前記収納部筐体（12a）と前記重錘部筐体（11a）とを連結状
態に保持すると同時に前記収納部蓋（12c）を閉状態に保持することが、好適である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明は、アウトドア等での使用に適した簡易なセーフティボックスを実現する。本発
明によるセーフティボックスは、本体筐体の重錘部の重錘部空間に適宜の重錘物を充填す
ることにより、持ち運び困難な程度の重量を付与することが可能である。例えば、海水浴
で使用する際には、重錘物として、水、海水、砂、石等を充填する。収納部空間には、金
銭や携帯電話等の貴重品を収納する。非使用時には、重錘物を排出することにより重量を
軽くし、容易に持ち運び可能となる。特に、収納部蓋を閉状態に保持する電気錠と、所定
の情報を入力されることにより電気錠の施錠及び解錠を制御する制御装置とを備えたこと
により、鍵を用いる必要がないため鍵を身につけたり紛失したりするおそれがない。
【００１６】
　また、本体筐体が動かされたことを検知するセンサと、センサが検知することに応じて
作動する音響的又は視覚的な警報装置とを備えたことにより、セーフティボックスを持ち
去ろうとして動かした人間に対して警告を発することができ、持ち去る意欲を削ぐことが
できる。
【００１７】
　また、本体筐体から所定の距離内に接近した人間を検知する人感センサと、人感センサ
が検知することに応じて作動する音響的又は視覚的な警報装置とを備えたことにより、セ
ーフティボックスを持ち去ろうとする人間に対して警告を発することができ、持ち去ろう
とする意欲を削ぐことができる。
【００１８】
　また、本体筐体から離隔した遠隔装置を使用者が身につけておき、その遠隔装置は無線
にて制御装置と通信可能であり、警報装置が作動したことに応じて制御装置が遠隔装置に
対してその作動を通知する信号を送信することにより、使用者はセーフティボックスに異
変があったことを直ちに知ることができる。
【００１９】
　また、遠隔装置から所定の信号を受信したことに応じて制御装置が電気錠の施錠又は解
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錠を制御可能であることにより、使用者は、制御装置を手動操作するよりも施錠又は解錠
を容易に行うことができる。
【００２０】
　また、収納部筐体と重錘部筐体とが分離不能であり一体的に本体筐体を形成している場
合は、構造がシンプルで製造コストが安価である。
【００２１】
　また、収納部筐体と重錘部筐体とが互いに連結分離可能な場合は、分離状態とすること
により重錘部に重錘物を充填したり排出したりする操作を容易に行うことができる。さら
に、収納部蓋を、収納部筐体と重錘部筐体の連結状態における収納部筐体の連結面上に設
けることにより、連結状態では収納部蓋が外面に露出しないため、蓋の位置が視認できず
、蓋をこじ開けるような行為から保護することができる。またさらに、電気錠を、収納部
筐体と重錘部筐体とを連結状態に保持するために用いることにより、収納部蓋自体には電
気錠が設けられなくとも同じ効果を得ることができる。つまり、電気錠は、連結状態を保
持する役割と収納部蓋を閉じた状態に保持する役割を兼用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の一実施例であるセーフティボックスを示した一部切り欠き斜視図である
。
【図２】本発明の別の実施例であるセーフティボックスを示した斜視図である。
【図３】（ａ）は、本発明のさらに別の実施例であるセーフティボックスの連結状態を示
した斜視図であり、（ｂ）は分離状態を示した斜視図である。
【図４】（ａ）は、本発明のさらに別の実施例であるセーフティボックスの連結状態を示
した斜視図であり、（ｂ）は分離状態を示した斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の各実施例を示した図面を参照しつつ本発明の実施の形態を説明する。
　図１は、本発明の一実施例であるセーフティボックス１Ａを示した一部切り欠き斜視図
である。セーフティボックス１Ａは、略直方体の本体筐体１０を有する。本体筐体１０は
、セーフティボックスの筐体として、容易に破損したり破壊されたりしない程度の強度と
耐久性を備えている。但し、セーフティボックスとしての重量は、重錘部１１に重錘物を
充填することにより得られるので、本体筐体１０自体はセーフティボックスとしての重量
を備える必要はなく、むしろ非使用時に持ち運びし易いように軽量である方が好適である
（後述する他の実施例においても同様）。
【００２４】
　本実施例では、本体筐体１０に、重錘部１１と収納部１２とが一体的に設けられている
。重錘部１１が下部に、収納部１２が上部に設けられ、これらは区画壁１３により区画さ
れている。本体筐体１０の底板１０ａは、左右方向に張り出しており、これらの張り出し
部分に固定杭１９を通して砂浜や地面に固定することにより、さらに移動困難とすること
ができる（後述する他の実施例においても同様）。
【００２５】
　重錘部１１は、本体筐体１０の一部を形成する重錘部筐体１１ａと、重錘部筐体１１ａ
により四方の側面を囲まれた重錘部空間１１ｂと、充填口１１ｃ及び排出口１１ｄとを備
えている。重錘部空間１１ｂは重錘物を収納するための空間である。重錘物は、例えば、
水、海水、砂、石等であり、アウトドアで容易に入手できるものを利用する。図示の例で
は、重錘部空間１１ｂの上面を形成する区画壁１３上に充填口１１ｃである開口が設けら
れ、重錘部空間１１ｂの下面を形成する本体筐体１０の底板１０ａに排出口１１ｄである
開口が設けられている。充填口１１ｃ及び排出口１１ｄの各面上での位置、形状及び大き
さは、図示の例に限定されない。重錘物が液体の場合に漏出しないように、重錘部筐体１
１ａ、区画壁１３、充填口１１ｃ及び排出口１１ｄは防水性及び密閉性を具備することが
好適である。
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【００２６】
　収納部１２は、本体筐体１０の一部を形成する収納部筐体１２ａと、収納部筐体１２ａ
で囲まれた収納部空間１２ｂと、収納部空間１２ｂを閉鎖するための開閉可能な収納部蓋
１２ｃとを備えている。収納される対象物品は、例えば、金銭や携帯電話等の貴重品であ
る。収納部蓋１２ｃは、蝶番１２ｄにより開閉される。収納部蓋１２ｃを閉状態に保持す
るための電気錠１４を構成する各部品が収納部蓋１２ｃと収納部筐体１２ａのそれぞれに
取り付けられている。電気錠１４は、手動ではなく電気的に施錠及び解錠される。電気錠
１４は、モーター式、ソレノイド式、電磁石式等の公知のいずれの種類でもよい。
【００２７】
　制御装置１７は、電気錠１４の施錠及び解錠を制御する信号を電気錠１４に送る（配線
の図示は省略）。制御装置１７の操作部を介して所定の情報を入力することにより電気錠
１４を施錠又は解錠することができる。図示の例では、制御装置１７はテンキーボードを
操作部として具備し、例えば、施錠及び解錠の際に所定のパスワードを入力する。生体認
証方式でもよいが、パスワード方式は低コストである点で好適である。
【００２８】
　制御装置１７は、電気錠１４を制御するのみでなく、後述する種々のセンサや警告装置
の設定及び制御も行う機能を備えていてもよい。そのために、制御装置１７は、簡易プロ
グラムを設定可能なプログラマブルコントローラを内蔵する。また、制御装置１７は、ア
ウトドアで使用されるため防水性を有することが好適であり、例えばタッチパネルとした
り、防水用カバーを設けたりしてもよい。タッチパネルのように比較的大きな画面を備え
ている場合は、画面上に写真や動画を表示可能となる。また、音声出力装置（後述する警
報器にも兼用してよい）を備え、音楽や音声を出力可能としてもよい。
【００２９】
　重錘部１１に重錘物を充填する場合は、収納部蓋１２ｃを開き、収納部空間１２ｂの底
面にある充填口１１ｃを開いて充填する。例えば、水の場合はホースを用いてもよく、砂
の場合は漏斗のような器具を用いてもよい。重錘物を排出する場合は、本体筐体１０を横
倒しにし、本体底面の排出口１１ｄを開いて排出させる。セーフティボックス１Ａの使用
時に、悪意の有る者によって開けられて重錘物を排出させられないように、充填口１１ｃ
及び排出口１１ｄは外観上視認できない箇所及び操作し難い箇所に設けることが、好適で
ある。
【００３０】
　好適には、本体筐体１０が動かされた際の振動を検知する振動センサ１５ｂと、振動セ
ンサ１５ｂが検知することに応じて作動する音響的又は視覚的な警報装置とを、本体筐体
１０に取り付けることが好適である。振動センサ１５ｂの取付位置は、適切な位置であれ
ばよい。警報装置は、例えば、アラームを鳴らす警報器１６ａや、点滅発光する警報灯１
６ｂである。なお、振動センサ１５ｂの感度並びに各警報装置の警報の程度、種類及び持
続時間等を、制御装置１７の操作部により設定可能としてもよい。
【００３１】
　また、好適には、本体筐体１０から所定の距離内に接近した人間を検知する人感センサ
１５ａと、人感センサ１５ａが検知することに応じて作動する音響的又は視覚的な警報装
置とを、本体筐体１０に取り付けることが好適である。振動センサ１５ｂの取付位置は、
適切な位置であればよい。警報装置は、上記の警報器１６ａ、警報灯１６ｂを兼用できる
。なお、人感センサ１５ａの感度並びに各警報装置の警報の程度、種類及び持続時間等も
、制御装置１７の操作部により設定可能としてもよい。
【００３２】
　さらに、センサの別の実施例として、リミットスイッチ１５ｃを本体筐体の底板１０ａ
に取り付けてもよい。図１の左下の枠囲み内に、リミットスイッチ１５ｃの作動状況を概
略的に示す。本体筐体の底板１０ａが地面に接している状態では、リミットスイッチ１５
ｃの検知ロッド１５ｃ２がスプリングを圧縮しており、接点１５ｃ１は開状態である。本
体筐体が持ち上げられて底板１０ａが地面から離れると、検知ロッド１５ｃ２がスプリン
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グにより押し出され、接点１５ｃ１が閉状態となる。リミットスイッチ１５ｃは、制御装
置１７と連係しており、接点１５ｃ１の開閉は制御装置により検知される。制御装置１７
は、リミットスイッチ１５ｃからの信号を検知すると、上記の警報装置を作動させる。な
お、リミットスイッチ１５ｃは図示の例に限られず、公知の種々のタイプを利用できる。
【００３３】
　またさらに、リミットスイッチに限られず、本体筐体が移動したことを検知可能なセン
サであれば、公知のいずれのタイプのセンサ（例えば、光センサ、超音波センサ等）も利
用できる。
【００３４】
　遠隔装置２１、２２は、使用者が負担を感じずに身につけることができるペンダント型
やブレスレット型の小型軽量機器であり、少なくとも受信機能と簡易出力機能とを備えて
いる。簡易出力機能は、例えば、表示画面、ＬＥＤ、アラーム等である。制御装置１７は
、本体筐体１０から離隔した遠隔装置２１、２２と無線通信可能である。例えば、制御装
置１７は、警報装置１６ａ、１６ｂが作動したことに応じて遠隔装置２１、２２に対して
その作動を通知する信号を送信する。遠隔装置２１、２２は、この信号を受信すると簡易
出力装置に出力する。例えば、発光したりアラームを鳴らしたりする。これにより、使用
者は異変の発生を知ることができる。
【００３５】
　また、遠隔装置２１、２２は、制御装置１７の遠隔操作キーとしての機能を備えていて
もよい。この場合、遠隔装置２１、２２は、送信機能と簡易入力機能とを備える。簡易入
力機能は、例えば、押しボタンである。そして、制御装置１７は、遠隔装置２１、２２か
ら所定の信号を受信したことに応じて電気錠１４の施錠又は解錠を制御する。この機能は
、例えば、使用者が制御装置１７の操作部にパスワードを入力し終えてセーフティボック
スから遠ざかる際に遠隔装置２１、２２を用いて施錠したり、使用者が施錠されているセ
ーフティボックスに近づく際に遠隔装置２１、２２を用いて解錠したりするために用いら
れる。
【００３６】
　このように、制御装置１７と遠隔装置２１、２２は、一方向又は双方向の通信を行える
ようにする。一方向のみの通信機能は低コストである。双方向の通信機能を備えることに
より、多様な利用形態が可能となる。
【００３７】
　遠隔装置２１、２２のさらに別の利用例として、セーフティボックスの各種機器の機能
に異常が発生したときに、遠隔装置２１、２２に対してそれを知らせる信号を送ってもよ
い。例えば、制御装置１７のＣＰＵエラーや電源電圧低下等である。なお、この機能異常
を知らせる信号は、制御装置１７から自動で送信されるのみでなく、セーフティボックス
の設置場所にいる関係者が、制御装置１７を手動操作して送信できるようにしてもよい。
【００３８】
　また、遠隔装置２１、２２のさらに別の利用例として、遠隔装置２１、２２の使用者か
ら制御装置１７に対して何らかの信号（例えば、救助要請信号）を送信できるようにする
。
【００３９】
　さらに、図示しないが、警報装置１６ａ、１６ｂが作動したことに応じて所定の信号の
発信を開始する発信器を、本体筐体１０に取り付けることが好適である。発信器が持続的
に発信する信号は、遠隔装置２１、２２又は図示しない所定の外部受信機により受信可能
とする。このような発信器により、セーフティボックスが持ち去られた際に位置を探索す
る手掛かりを得ることができる。
【００４０】
　電気錠１４、制御装置１７、各種センサ１５ａ、１５ｂ及び警報装置１６ａ、１６ｂ等
のうち、電源を必要とする機器のために太陽電池１８を備えることが好適である。なお、
太陽電池１８に替えて通常の電池を電源としてもよい。
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【００４１】
　図１の実施例における各種センサ１５ａ、１５ｂ及び警報装置１６ａ、１６ｂ等は、後
述する他の実施例では説明を省略するが、他の実施例においても同様に取付けることがで
きる。
【００４２】
　図２は、本発明の別の実施例であるセーフティボックス１Ｂを示した斜視図である。図
１の実施例と同じ構成要素については、同じ符号で示している。
【００４３】
　セーフティボックス１Ｂでは、重錘部１１と収納部１２が上下方向ではなく左右方向に
並設されている。重錘部１１への重錘物の充填及び排出のための開口は、底面の充填排出
口１１ｆである。この場合、１つの開口が充填及び排出に兼用されている（他の実施例で
も同様に、充填口と排出口を兼用してもよい）。重錘物の充填及び排出は、セーフティボ
ックス１Ｂの向きを替えて行う。収納部１２の収納部蓋１２ｃを開閉するための取っ手凹
部１２ｃ１が設けられている（他の実施例でも同様に、収納部蓋１２ｃに適宜の取っ手を
設けてもよい）。
【００４４】
　図３（ａ）は、本発明のさらに別の実施例であるセーフティボックス１Ｃの連結状態を
示した斜視図であり、（ｂ）は分離状態を示した斜視図である。図１の実施例と同じ構成
要素については、同じ符号で示している。
【００４５】
　セーフティボックス１Ｃは、重錘部１１と収納部１２が左右に並設されているが、重錘
部１１と収納部１２を連結分離可能である。すなわち、収納部筐体１２ａ重錘部筐体１１
ａとは、互いに連結したり、分離したりできる。
【００４６】
　図３（ｂ）の分離状態の斜視図に示すように、収納部１２の収納部蓋１２ｃは、収納部
筐体１２ａの側面に設けられている。この側面は、収納部筐体１２ａと重錘部筐体１１ａ
の連結状態における連結面１２ｅに相当する。連結状態においては、収納部筐体１２ａの
連結面１２ｅと重錘部筐体１１ａの連結面１１ｅの各々の全面が互いに当接する。すなわ
ち、連結状態においては、収納部蓋１２ｃは外面には全く露出せず、視認することも触れ
ることもできない。この収納部蓋１２ｃ自体には、直接的に施錠するための電気錠は設け
られていない。但し、収納部蓋１２ｃは、独りでに開いたりしない程度の係止手段（図示
せず）は備えている。
【００４７】
　電気錠１４は、収納部筐体１２ａと重錘部筐体１１ａとを連結状態に保持するために設
けられている。具体的には、電気錠１４を構成する各部品が、収納部筐体１２ａの連結面
１２ｅと重錘部筐体１１ａの連結面１１ｅのそれぞれに取り付けられている。図示の例で
は、２カ所に電気錠１４を設けているが、これらは連動し、いずれも制御装置１７により
施錠及び解錠を制御される。このように、重錘部１１と収納部１２が連結分離可能なセー
フティボックス１Ｃにおいても、電気錠１４が収納部蓋１２ｃを閉状態に保持するために
機能する点では、上述の図１及び図２の実施例と同様である。つまり、電気錠１４は、収
納部筐体１２ａと重錘部筐体１１ａとを連結状態に保持すると同時に収納部蓋１２ｃを閉
状態に保持する役割を果たしている。
【００４８】
　さらに、重錘部１１に重錘物を充填する充填口１１ｃ及び排出する排出口１１ｄも、重
錘部筐体１１ａの連結面１１ｅ上に設けられている。これにより、連結状態においては、
充填口１１ｃ及び排出口１１ｄの双方とも外部から視認できず触れることもできなくなる
。
【００４９】
　重錘部１１に重錘物を充填する場合は、重錘部１１と収納部１２とを分離した状態で、
重錘部筐体１１ａの連結面１１ｅにある充填口１１ｃを開いて充填する。また、排出する
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場合も分離した状態で排出口１１ｄを開いて排出する。なお、充填口１１ｃと排出口１１
ｄを１つの開口で兼用してもよい。この場合、重錘部１１への重錘物の充填と、収納物１
２への対象物品の収納を、分離状態で別個に行うことができるので、取り扱いが容易で便
利である。
【００５０】
　図４（ａ）は、本発明のさらに別の実施例であるセーフティボックス１Ｄの連結状態を
示した斜視図であり、（ｂ）は分離状態を示した斜視図である。図１の実施例と同じ構成
要素については、同じ符号で示している。
【００５１】
　図４（ｂ）に示すように、セーフティボックス１Ｄは、図３のセーフティボックス１Ｃ
と同様に重錘部１１と収納部１２を連結分離可能である。但し、セーフティボックス１Ｄ
では、重錘部１１と収納部１２が上下方向に重ねられて配置されている。収納部筐体１２
ａの収納部蓋１２ｃは、収納部筐体１２ａの底面である連結面１２ｅ上に設けられている
。収納部１２に対象物品を収納する際には、収納部蓋１２ｃのある面を横又は上に向けて
開閉する。収納部蓋１２ｃ自体には、直接的に施錠するための電気錠は設けられていない
。但し、収納部蓋１２ｃは、下向きとなっても独りでに開いたりしない程度の係止手段（
図示せず）は備えている。
【００５２】
　また、重錘部１１の充填排出口１１ｆは、重錘部筐体１１ａの上面である連結面１１ｅ
上に設けられている。充填排出口１１ｆは、充填口と排出口を兼ねている。
【００５３】
　電気錠１４を構成する各部品は、収納部筐体１２ａの下面である連結面１２ｅ及び重錘
部筐体１１ａの上面である連結面１１ｅのそれぞれに取り付けられている。図４のセーフ
ティボックス１Ｄも図３のセーフティボックス１Ｃと同様に、電気錠１４は、収納部筐体
１２ａと重錘部筐体１１ａとを連結状態に保持すると同時に収納部蓋１２ｃを閉状態に保
持する役割を果たしている。
【００５４】
　以上述べた各実施例において、セーフティボックスの外観は、制御装置等の外面に露出
した機器をカバーで隠したり、通常のクーラーボックスに見えるようにしたりすることが
好適である。
【００５５】
　本発明は、以上に説明した実施例に限定されず、その原理を用いた形態のセーフティボ
ックスであれば本発明の範疇に含まれる。
【符号の説明】
【００５６】
　１Ａ、１Ｂ、１Ｃ、１Ｄ：セーフティボックス
　１０：本体筐体
　１０ａ：筐体底板
　１１：重錘部
　１１ａ：重錘部筐体
　１１ｂ：重錘部空間
　１１ｃ：充填口
　１１ｄ：排出口
　１１ｅ：連結面
　１１ｆ：充填排出口
　１２：収納部
　１２ａ：収納部筐体
　１２ｂ：収納部空間
　１２ｃ：収納部蓋
　１２ｄ：蝶番
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　１２ｅ：連結面
　１３：区画壁
　１４：電気錠
　１５ａ：人感センサ
　１５ｂ：振動センサ
　１５ｃ：リミットスイッチ
　１６ａ：警報器
　１６ｂ：警報灯
　１７：制御装置
　１８：太陽電池
　１９：固定杭
　２１，２２：遠隔装置

【図１】 【図２】
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